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はじめに 
三鷹市教育委員会は、「三鷹市教育ビジョン 2022」のもとに、全市を挙げて

「人間力」「社会力」の育成を目指し、コミュニティ・スクールを基盤とする

小・中一貫教育を展開しています。この中で、わが国では通常「特別支援教

育」と言われる一人ひとりのニーズに応じた支援は、「特別」なことではなく、

通常の学級の教員が主体的に行う「当たり前」の指導と支援として捉え、多様

な教育的ニーズに対応し、子どもたちの個性や特性を最大限に発揮できる教育

方法の推進を目指しています。 

これまで、三鷹市では「障がいのある子もない子も学校・家庭・地域の力を

得て次代を担う人として心豊かに育っていくことを支援する」ために、特別支

援教育推進計画として「三鷹市教育支援プラン」（第一版）を平成 19 年６月

に策定しました。一方、国においては、平成 19 年に学校教育法を改正し、い

わゆる「特殊教育」から「特別支援教育」への発展的な転換が行われ、平成 26

年１月には「障害者の権利に関する条約」を批准しました。共生社会の実現に

向けて、障がいのある人の権利を尊重し、保障する取り組みを強化していく中

で、平成 26 年に障害者総合支援法、平成 28 年には障害者差別解消法が施行さ

れました。 

そして、平成 30 年８月の学校教育法施行規則等改正に当たり、小・中学校

においては、特別支援学級（三鷹市では教育支援学級）及び通級による指導を

受ける児童・生徒について、個別の教育支援計画を作成することが省令に規定

され、今般の新学習指導要領の公示にあたっては、小・中学校通常の学級で行

う各教科等において、障がいのある児童・生徒についての指導計画立案の必要

性や具体的な指導内容等が公表されました。 

「三鷹市教育支援プラン 2022（第２次改定）」は、これらの国及び都の動向

とともに、同時に改定される三鷹市教育ビジョン 2022（第２次改定）との連携

のもと、今までの理念や成果を継続しながら、さらなる教育支援の展開を図る

ために、多くの幼児・児童・生徒の保護者を始めとする市民、学校職員からの

意見をいただいて、時点修正したものです。 

今後も、福祉・保健・医療等、関係機関との連携・協力はもとより、広く、

保護者、市民のみなさまのご理解とご協力をお願いいたします。 

 

 令和２（2020）年３月 

 三鷹市教育委員会 
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＜用語について＞ 

国や東京都は「特別支援教育」という名称を用いていますが、三鷹市では一

人ひとりのニーズに応じた支援は「特別」なことではなく、自然で当たり前の

こととして捉え、「教育支援」と呼んでいます。 

また、「特別支援学級」については「教育支援学級（固定制）」、「通級指

導学級」については「教育支援学級（通級制）」という名称を用いています。 

各校の校内委員会の中心となる、国や東京都における「特別支援教育コー

ディネーター」は、「教育支援コーディネーター」と呼んでいます。 

東京都の「特別支援教室」についても、三鷹市では、「校内通級教室」とい

う名称を用いています。 
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Ⅰ 三鷹市教育支援プラン 2022 の第２次改定に向けて 

１ 三鷹市教育支援プラン 2022 の施策の方向 

平成 26 年１月、わが国は、「障害者の権利に関する条約」を批准し、障がいのあ

る人もない人も同じように社会の一員として社会活動に参加し、自立して生活するこ

とのできる共生社会の実現に向けた取り組みを強化していくことになりました。 

三鷹市においては、特別支援教育の推進計画である、「三鷹市教育支援プラン」を

平成 19 年度に策定したときから、基本的な考え方として共生社会を生きる子ども達

の育成を視野に入れ、「障がいのある子もない子も学校・家庭・地域の力を得て次代

を担う人として心豊かに育っていくことを支援するためのプラン」という理念を掲げ

ています。 

 

 ２ 三鷹市教育支援プラン 2022 の位置付け 

「三鷹市教育支援プラン 2022」は、「三鷹市教育ビジョン 2022」に基づくととも

に、「三鷹市子ども・子育て支援ビジョン」「三鷹市健康福祉総合計画 2022」の改

定内容及び「三鷹市子ども・子育て支援事業計画」との整合を図り策定しました。 

本プランは、三鷹市における特別支援教育推進計画でもありますが、三鷹市は、わ

が国で通常「特別支援教育」と言われる一人ひとりのニーズに応じた支援は、「特

別」なことではなく、自然で当たり前のこととして捉え、「教育支援」という呼び方

をしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三鷹市自治基本条例 三鷹市基本構想 

第４次三鷹市基本計画（第２次改定） 

三鷹市健康福祉総合計画 2022（第２次改定） 

三鷹市障がい者（児）福祉計画 

第２期三鷹市子ども・子育て支援事業計画 

三鷹市教育ビジョン 2022（第２次改定） 

三鷹市教育支援プラン 2022（第２次改定） 

教

育

基

本

法 

障

害

者

基

本

法 

三鷹市子ども・子育て支援ビジョン 
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３ 第２次改定の基本的な考え方 

「三鷹市教育支援プラン」は、平成 22 年度末で計画期間が満了したことから、平

成 24 年３月、第４次三鷹市基本計画の策定とあわせて見直しを行い、12 年間の三鷹

市の教育の方向性を示す「三鷹市教育支援プラン 2022」を策定しました。 

平成 27 年度、三鷹市教育支援プラン 2022 の前期が終了するに当たり、第４次三鷹

市基本計画（第１次改定）との整合を図るとともに、前期における取り組みの成果と

検証を踏まえた時点修正的な第１次改定を行いました。 

このたび、令和元年度に、第４次三鷹市基本計画（第２次改定）との整合を図ると

ともに、取り組みの成果と検証を踏まえた時点修正的な第２次改定を行うこととしま

す。 

なお、具体的な施策の推進については、三鷹市教育委員会が年度毎に策定する「基

本方針と事業計画」において、重点的に取り組む施策・事業を明確にし、計画的な推

進を図ります。 

 

４ 三鷹市教育支援プラン 2022（第１次改定）の達成状況 

(1) 通常の学級におけるユニバーサルデザイン（＊注）の視点に基づく授業づくりにつ

いての意識向上 

三鷹市教育支援プラン 2022（第１次改定）に基づき、各小・中学校では、教育

支援コーディネーターを中心とした校内委員会の充実を図り、通常の学級における

ユニバーサルデザイン（＊注）の視点に基づく授業づくりについて意識を向上させる

ことにより、すべての教員が、誰にでもわかりやすい授業を目指しています。 

また、通常の学級において支援を必要とする幼児・児童・生徒に対する特性に応

じた指導・支援、ならびにそれらを次の学年、学校や機関に引継ぐための個別指導

計画、個別の教育支援計画の作成実績が着実に増加しました。個別指導計画につい

ては、平成 30 年度末時点で小学校で 6.4％の児童、中学校で 8.9％の生徒に対して

作成され、支援が必要な児童・生徒の指導の目標や内容、配慮事項などについて、

教職員の共通理解の下にきめ細かな指導を進めることができています。これらの校

内委員会の運営工夫については、教育支援コーディネーター部会や研修会の中で、

活発な情報共有が行われています。 

また、就学前から小学校への引継ぎも年々、量・質ともに充実しており、次年度

就学する幼児のほぼ１割の保護者が、幼稚園・保育園等からの支援の継続を望んで、

就学支援シートを提出しています。 

(2) 固定制教育支援学級の指導の充実 

知的障がいの教育支援学級（固定制）については、平成 23 年度までに小・中一

貫教育校全７学園のうち５学園で小・中一貫教育が実現しました。教育支援学級

（固定制）に在籍する児童・生徒が通常の学級の児童・生徒と一緒に学ぶ「交流及
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び共同学習」も充実してきています。 

(3) 小学校における校内通級教室全校設置と中学校への準備 

三鷹市では、小学校の情緒障害等通級指導学級を、計画的に校内通級教室（特別

支援教室）に移行しました。平成 28 年 10 月には、「三鷹市校内通級教室実施方

策」を、平成 29 年３月には、「三鷹市校内通級教室実施要領」を策定し、基本的

な考え方や実施のあり方をまとめ、保護者や教職員に示してきました。令和元年度

現在、市内５つの小学校拠点校からの巡回指導体制を確立して、的確な通級指導を

実施しています。小学校では、児童に必要な指導と支援が進み、保護者、児童や教

員の理解が深まったことにより、校内通級教室実施前の平成 28 年度以降３年間で

児童数が倍増し、児童の行動のコントロールや対人関係面での成果が見られていま

す。 

平成 30 年度には、中学校における校内通級教室のあり方について検討を行い、

平成 31 年３月に「三鷹市立小・中学校校内通級教室実施方策」として改定し、中

学校における校内通級教室の開設に向けて準備を進めています。 

(4) スクールソーシャルワーク機能を有する市スクールカウンセラー配置による小・

中一貫した継続支援 

総合教育相談室では、スクールソーシャルワーク機能の拡充と活用を図るため、

教育相談員や市採用のスクールカウンセラーに研修を実施し、体制強化を推進して

きました。教育相談員、就学相談員に加え、平成 30 年度からは中学校にスクール

ソーシャルワーク機能を有する市スクールカウンセラーを配置し、小・中一貫した

継続支援を行う体制を整えました。 

福祉・保健・医療等関係機関と連携し、ケースに応じたきめ細かな対応と連携を

行うことにより、子どもを取り巻く具体的な生活環境の改善や、子ども及び保護者

の健康や安全の向上が図られています。 

 

５ 計画期間 

計画期間は、平成 23 年度から令和４年度までとします。なお、第２次改定計画の

対象期間は、第４次三鷹市基本計画の第２次改定との整合を図り、令和元年度から令

和４年度までとします。 

 

（＊注） 
ユニバーサルデザイン 

バリアフリーは、障がいによりもたらされるバリア（障壁）に対処するとの考え方であるのに
対し、ユニバーサルデザインは、あらかじめ、障がいの有無、年齢、性別、人種等にかかわらず
多様な人々が利用しやすいように都市や環境をデザインする考え方。例えば、「通常の学級にお
けるユニバーサルデザイン」とは、誰にでもわかりやすい授業と捉えることができる。 
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Ⅱ 教育支援を通して育成したい力 

 

１ 三鷹市教育ビジョンが目指す子ども像 

三鷹市では、「人間力」と「社会力」を兼ね備えた子どもを育成することを目指し

た教育を推進することが必要であると考え、「人間力」、「社会力」を次のように定

義し、その具体的な姿を示す「目指す子ども像」を三鷹市教育ビジョン 2022（第２

次改定）の目標として掲げ、取り組みを進めます。 

・「人間力」 

⇒ 基礎的な素養を身に付け、自立した一人の人間として考え判断し、豊かに力

強く生きていくための総合的な力 

・「社会力」 

⇒ 社会とのかかわりをもち、社会の一員としての役割を果たしつつ、適切な人

間関係を結び、共に生きていく力 

三鷹市教育委員会では、この「人間力」と「社会力」を身に付けさせるために、

「主体的・対話的で深い学び」の視点を重視した学習を通して、児童・生徒が自ら考

え、判断し、表現する力を育んでいきます。さらに、家庭環境などに左右されず、す

べての子どもの学習権を保障するとともに、一人ひとりの能力や適性に応じて個別最

適化された教育の実現をめざし、確かな学力を保障する質の高い教育を充実します。 

目指す子ども像 

・自分を愛し、他人を愛し、三鷹を愛する人 

・確かな学力と健康でたくましい心身を備え、自ら学び続ける人 

・規範意識を備え、社会の一員として自ら責任ある行動がとれる人 

・自分の考えをもち、他者と豊かなコミュニケーションがとれる人 

・国際的な視野とチャレンジする心をもち、積極的に社会や地域に貢献できる人 

 

２ 教育支援を通して育成したい力 

「三鷹市教育支援プラン 2022（第２次改定）」では、「三鷹市教育ビジョン 2022

（第２次改定）」が目指す子ども像の実現に向け、障がいのある子もない子も学校・

家庭・地域の力を得て次代を担う人として心豊かに育っていくことを支援していきま

す。 

このため、三鷹市教育委員会は、福祉・保健・医療等諸機関と連携し、０歳から

18 歳までの乳幼児・児童・生徒等に一人ひとりのニーズに応える教育支援を通して、

次に挙げる力を育成していきます。 

そして、自分自身の向上を目指すだけでなく、一人ひとりが大切にされ、豊かな社

会を構築していく人として、活躍できるよう、応援していきます。 
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三鷹市教育支援プラン 2022（第２次改定）が目指す子ども像 

・ 自分の学習方法や生活スタイルの特徴を知り、自分に合った学習方法で学ぶ

ことができる力 

・ 社会生活を円滑に送るためのスキルや考え方及び行動や感情のコントロール

の方法を工夫できる力 

・ 自立に向けて、社会参加ができる力 

・ 周囲の支援を受け入れることができる力 
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Ⅲ 基本方針 

 

基本方針１ 一人ひとりの教育的ニーズに的確に応える教育支援を推進します 

（子どもへの教育支援） 

 

基本方針２ コミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教育の特長を活

かした教育支援を推進します 

（学園・学校での教育支援の体制） 

 

基本方針３ 連携して取り組む教育支援を推進します 

（連携した教育支援） 

 

 

対象 

年齢 

０歳～６歳 

（就学前） 

６歳～15 歳 

（義務教育期間） 

15 歳～18 歳 

 

18 歳～ 

 

担当 

機関 

幼稚園・保育

園等 

コミュニティ・スクールを基盤と

した小・中一貫教育校（学園） 

 

高等学校等 

就労支援機関

等 

 

上級学校等

就労支援機

関等 

基本 

方針 

 
 

 

 

  

図１ 三鷹市教育支援プラン 2022（第２次改定）の基本方針と対象年齢・担当機関 

 

コミュニティ・スクールを基盤とした

小・中一貫教育の特長を活かした教育支援 

 連携して取り組む教育支援 

子ども家庭支援ネットワーク 

 
一人ひとりの教育的ニーズに的確に応える教育支援 
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Ⅳ 三鷹市教育支援プラン 2022（第２次改定）の体系 

基本方針              重 点 施 策 

１ 一人ひとりの教育的

ニーズに的確に応え

る教育支援を推進し

ます 

(子どもへの教育支援) 
幼児・児童・生徒等について、

一人ひとりの課題を見極め、それ

ぞれのニーズに的確に応じた教育

支援を行います 

１ 支援を必要とする児童・生徒への指導と支援の充実 

(1)個別指導計画・個別の教育支援計画の充実 

(2)通常の学級で支援を必要とする児童・生徒に対する

指導と支援の工夫 

(3)教育支援学級（固定制・通級制及び校内通級教室）

における指導と支援の工夫 

２ 一人ひとりの児童・生徒を支援する学校の体制づくり 

(1)校長のリーダーシップによる教育支援の推進 

(2)教職員に対する研修体制の充実 

(3)教育支援コーディネーターの育成 

(4)教育支援学級（固定制・通級制及び校内通級教室）

担当教員の養成 

(5)教育支援学級（固定制・通級制及び校内通級教室）

と通常の学級の連携体制 

(6)不登校児童・生徒への対応 

 

２ コミュニティ・ス

クールを基盤とした

小・中一貫教育の特

長を活かした教育支

援を推進します 

(学園・学校での教育

支援の体制) 
コミュニティ・スクールを基盤

とした小・中一貫教育の全市展開

の中で、すべての学園に教育支援

学級（固定制または通級制）が設

置されましたので、さらに小・中

一貫教育の特長を活かした教育支

援を推進します 

１ 学園を単位とした教育支援 

(1)義務教育９年間を通した教育支援 

(2)教育支援学級（固定制・通級制及び校内通級教室）

のセンター的機能を活かした整備 

(3)小・中一貫教育の内容の充実と方法の検討 

２ コミュニティとともに歩む教育支援の推進 

 

 

３ 連携して取り組む教

育支援を推進します 

（連携した教育支援） 

１ 支援の引継ぎと連携の充実 

(1)誕生から自立までの切れ目のない支援 

(2)就学前の支援から就学相談への引継ぎ 

(3)小・中学校から義務教育後の支援への引継ぎ 



8 

 

総合教育相談室の各種相談・支

援事業と教員等の研修事業をさら

に充実させ、保護者と幼稚園・保

育園等及び学校と福祉・保健・医

療等諸機関が連携した教育支援を

推進します 

２ 教育支援にかかわる総合教育相談機能の充実 

(1)相談事業の充実 

(2)派遣事業の充実 

３ 推進体制の整備 

(1)教育支援推進委員会による検討 

(2)各学校・学園における推進体制 
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Ⅴ 具体的な施策 

基本方針１  一人ひとりの教育的ニーズに的確に応える教育支援を推進しま

す（子どもへの教育支援） 

 

幼児・児童・生徒等について、一人ひとりの課題を見極め、それぞれの

ニーズに的確に応じた教育支援を行います 

 

 

１  支援を必要とする児童・生徒への指導と支援の充実 

 

(1)  個別指導計画・個別の教育支援計画の充実 

ア 各学校においては、「個別指導計画・個別の教育支援計画のガイドライン」の活

用が図られ、作成枚数が増加するだけでなく、学園内での小学校から中学校への引

継ぎも行われています。 

各小・中学校で児童・生徒の個別指導計画を立案する際には、的確な実態把握と

特性の見極めのために、「学習や行動のチェックシート」が活用されています。今

後は、通常の学級において、より客観的で確かな実態把握（アセスメント）が効率

的に行えるシステムを構築します。 

イ 各小・中学校で校長が複数の教育支援コーディネーターを指名することにより、

教育支援コーディネーター同士の引継ぎが円滑になり、三鷹市教育委員会主催の研

修等により、教育支援コーディネーターの意識も高まっています。これにより、各

校における校内委員会や、専門家の派遣による巡回発達相談の利用等、教育支援を

実践するシステムは、活性化してきました。今後は、個別指導計画・個別の教育支

援計画の作成のために、すべての教員に児童・生徒の実態の把握や分析、及び児

童・生徒の課題に応じた的確な計画立案が行える力を養います。 

 

(2) 通常の学級で支援を必要とする児童・生徒に対する指導と支援の工夫 

ア  学級全体の児童・生徒に対しては、ユニバーサルデザインの考え方に基づき、誰

にでもわかりやすく、やさしい授業を目指してきました。今後は、毎年度教員が入

れ替わる市立小・中学校において継続的な取り組みとなるよう、通常の学級におけ

る基礎的環境整備として体制化していきます。 

さらに、個別の指導と支援が必要な児童・生徒に対する合理的配慮に基づく特性

に応じた学び方については、指導や支援の基礎・基本を、通常の学級を含めたすべ

ての教員が身に付け、実践できるようにします。合理的配慮（＊注）に基づく ICT 機



10 

 

器の使用等についても、検討を進めます。 

イ 通常の学級で支援を必要とする児童・生徒に対する指導や支援の実践事例を蓄積

し、個人情報に配慮しながらも多くの教員が互いに共有し、参考事例として活用で

きるようなシステムを構築します。新学習指導要領に掲載されている各教科におけ

る合理的配慮（＊注）の例を参考に、支援が必要な子どもの特性に応じた配慮ができ

るよう、通常の学級の教員の力量を高めていきます。 
 

（＊注） 
 合理的配慮 

障害者の権利に関する条約第２条によれば、「合理的配慮」とは、「障害者が他の者と平等に
すべての人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更
及び調整」であり、「特定の場合において必要とされるもの」であり、かつ、その「変更及び調
整」を行う主体にとっての負担という観点から、「均衡を失した又は過度の負担を課さないも
の」をいう、とされている。 

（文部科学省中央教育審議会初等中等教育分科会特別支援教育の在り方に関する特別委員会論点整
理 平成 22 年 12 月 24 日より） 

 

(3) 教育支援学級（固定制・通級制及び校内通級教室）における指導と支援の工夫 

ア 固定制の教育支援学級（知的障がい） 

通常の学級の学習指導要領を基本とし、特別の教育課程を編成する場合には、特

別支援学校の学習指導要領を参考として実情に合った教育課程を編成することと

なっています。今後は、多様化する入級児童・生徒にとってよりよい教育課程を編

成することができるようさらなる工夫と検討を進めます。 

イ 通級制の教育支援学級（難聴、言語障がい） 

難聴学級においては、人工内耳等の開発によって、通級児童の聴覚活用の状況が

大きく変化しています。 

また、言語障がい学級も、構音や吃音等の課題だけでなく、読み書きが困難な学

習障がいの症状のある児童が入級するようになっています。これらの児童への指導

のあり方について、さらなる工夫と検討を進めます。 

ウ 校内通級教室（情緒障がい） 

特別支援学校の自立活動という教育課程のもとに、個別指導・小集団指導を行い

ます。これらの指導を通して、児童・生徒が冷静に自分自身を見つめ、振り返り、

前に歩むことができるよう、指導と支援のあり方を研究します。 

エ 通常の学級 

児童・生徒が、通常の学級、学年、学校、地域において、生き生きと前向きに活

動できるような環境づくりに意識して取り組むとともに、インクルーシブ教育の考

え方が浸透するよう、校内委員会のさらなる活用を含め、校内における共通理解を

深めていきます。 
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２  一人ひとりの児童・生徒を支援する学校の体制づくり 

  

(1) 校長のリーダーシップによる教育支援の推進 

ア すべての学校で整備されている教育支援校内委員会を中心とする指導や支援のた

めの学校体制の中で、専門家の指導を活用しながら、より的確な児童・生徒の見極

めができる校内委員会とするため、今後も各学校において、さらに的確な判断の方

法を工夫し、充実を図ります。特に、校内通級教室の利用のためには、通常の学級

における支援が必要な児童・生徒を的確に認識し、対応を行った上で、特別な教育

課程の選択が必要となることから、教職員の理解促進及び校内の支援体制の強化を

図ります。 

イ 三鷹市教育委員会ではこれまでも、教育支援についての校長・副校長研修会を実

施してきました。今後もさらに、校長・副校長が教育支援校内委員会の活動を効果

的に指導し、総合教育相談室及び関係機関を有効に活用しながら児童・生徒の指導

や支援を推進できるようにしていきます。 

 

(2) 教職員に対する研修体制の充実 

ア  若手教員に対する教育支援についての基礎・基本の研修を行うとともに、OJT を

利用した授業研究の充実を行います。特に授業中や学校生活の中で、児童・生徒の

課題を発見する視点や、保護者との情報共有の方法について、教職員が力をつける

ことができるよう、研修内容の充実を図ります。 

イ  各校における教育支援の課題に応じるため、「校内推進研修会」の充実発展を図

ります。 

また、夏期教育支援関係研修会については、教職員の、教育支援に係る資格取得

にもつながるような、力量の向上を目指します。 

ウ 通常の学級における支援が必要な児童・生徒の、各教科における指導や支援の方

法について、三鷹市小・中学校教育研究会や学園研修会の教科部会においても検討

していきます。 

エ 支援が必要な児童・生徒に気付き、校内委員会によるアセスメントを行い、保護

者の理解を得ながら通級指導や校内通級教室に送り出すことのできる学級担任の育

成が急務です。三鷹市の教職員全員が、各校において、ケースカンファレンスを行

いながら実習できる研修システムを検討します。 
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(3) 教育支援コーディネーターの育成 

ア  これまでの「教育支援プラン」の推進の中で、三鷹市では各校で複数の教育支援

コーディネーターを指名し、その育成について、一定のプログラムを作り、独自の

研修会を行いました。今後もこれらの研修を推進するとともに、各学園、学校にお

ける OJT 研修を充実していきます。 

イ  教育支援コーディネーターは、各学校において、教育支援校内委員会を運営し、

一人ひとりのニーズに応える教育支援を推進するための連絡調整の役割を担ってい

ます。教育支援コーディネーターは学校においては認知され、役割も浸透し的確に

機能するようになりました。今後はさらに保護者等が身近に相談できるようになる

ために教育支援コーディネーターの存在やその役割などについての理解推進を図っ

ていきます。 

ウ 各校の教育支援推進のためには、教育支援コーディネーターのマネジメント力が

必要です。OJT による実習を通した研修を行いながら、育成を図ります。 

   

(4) 教育支援学級（固定制・通級制及び校内通級教室）担当教員の養成 

ア 教育支援学級を担当する教員は、通常の学級の教育課程を十分に理解した上で、

児童・生徒の実態把握に基づくよりわかりやすい授業の工夫が求められます。児

童・生徒の特性に基づく指導と支援を行うには特別支援教育免許状の取得が望まれ

ますが、三鷹市の教員の取得の実態は、教育支援学級担当教員の 20％程度である

ことから、教育支援学級を担当する教員に特別支援教育免許状取得のための研修受

講を促進し、免許状取得率を向上させます。 

イ 児童・生徒が学習に集中できる教室づくりや、わかりやすい発問等、教科学習や

自立活動における授業力の育成が、教育支援学級担当教員にとって重要な課題と

なっています。教育支援学級における授業の質的な向上を目指し、各教科や自立活

動における視点の整理、及び授業改善のヒントとなるような具体例を集め、教育支

援学級の経験の浅いまたは経験がない教員が、的確に知識や技術を身に付けられる

ように育成します。 

ウ 教育支援学級担当教員の資質向上については、東京都や三鷹市の研修に加えて、

民間資格プログラム等も活用して、教員のキャリアアップに対するモチベーション

に資するシステムを検討していきます。 
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(5) 教育支援学級（固定制・通級制及び校内通級教室）と通常の学級の連携体制 

ア 児童・生徒の実態把握や、よりわかりやすい授業の工夫について、教育支援学級

教員と、通常の学級の教員が連携して取り組みます。 

イ 固定制の教育支援学級に在籍する児童・生徒については、各々の実態に応じて、

通常の学級の児童・生徒との交流及び共同学習がさらに充実して行えるようにしま

す。交流及び共同学習については、児童・生徒の実態を保護者と共有しながら実施

するよう努めます。 

ウ 教育支援学級及び通常の学級で学ぶ、知的障がいのない、又は比較的軽度で、発

達障がいの傾向のある児童・生徒に対する指導や支援の方法について、教育支援学

級の教員と通常の学級の教員がともに検討し、指導や支援の力量を身に付けること

のできるシステムの構築を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 各教員間の連携と教育支援学級（固定制）児童・生徒の 

「交流及び共同学習」概念図 

 

(6) 不登校児童・生徒への対応 

これまで、不登校の生徒については、昭和 62 年度に設置した第二中学校相談学級

及び平成 19 年度に設置した第六中学校通級学級（情緒障がい等通級指導学級）にお

いて、また、小学校の場合は、各小学校と校内通級教室等が連携をしながら、指導と

支援を行っていました。令和２年度から中学校にも校内通級教室を開設することを契

機に適応支援教室Ａ‐Room（＊注）を設置し、児童・生徒が自らの進路を主体的に捉え

て、社会的自立や学校復帰に向かえるよう支援します。 

 

 

 

 

教育支援学級教員と通常の学級の教員による 

連携した指導と支援 

教育支援学級

（固定制）の児

童・生徒 

教育支援学級（固定制・通級制

及び校内通級教室）教員 

通常の学級 

教員 

相互の交流及び 

共同学習の推進 

通常の学級の児

童・生徒 
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（＊注） 
 適応支援教室Ａ‐Room 

国や東京都等一般的には「適応指導教室」と呼ばれているが、三鷹市においては、学校生活に
適応することを「指導」するのではなく、児童・生徒が感じている「困り感」に寄り添い、児
童・生徒が自らの進路を主体的に捉えて、社会的自立や学校復帰に向かえるよう「支援」するこ
とを目指すことを主眼とし、「適応支援教室」と呼んでいる。Ａ‐Room のＡには、３つの意味
があり、Assist 支援する、Adjust 適応する、Advance 前進する、ということで、社会的自立、
学校復帰に向けて、環境に適応し、前に進むことを支援する。 
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基本方針２  コミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教

育の特長を活かした教育支援を推進します（学園・学校での教育支

援の体制） 

 

コミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教育の全市展開の中で、

すべての学園に教育支援学級（固定制または通級制）が設置されましたので、

さらに小・中一貫教育の特長を活かした教育支援を推進します 

 

 

１  学園を単位とした教育支援 

 

(1) 義務教育９年間を通した教育支援 

コミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教育が 10 年を経過した中で、学

園内の教育支援コーディネーターが連携し、９年間を見通した教育支援が行われるよ

うになってきました。 

特に、平成 30 年度から、スクールソーシャルワーク機能を有する市スクールカウ

ンセラーを学園単位で小・中学校に配置したことは、学園内の連携を強化し、学校だ

けでは解決できない児童・生徒を取り巻く家庭等の課題に対する支援に役立っていま

す。 

また、義務教育前の幼稚園・保育園・こども園等からの支援の引継ぎや、義務教育

修了後の各学校や機関への確実な引継ぎも盛んになっています。今後も的確で効率の

よい引継ぎや連携を充実させていきます。 

 

(2) 教育支援学級（固定制・通級制及び校内通級教室）のセンター的機能を活かした整

備 

三鷹市では、コミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教育の取り組みの中

で、すべての学園に教育支援学級（固定制・通級制及び校内通級教室の拠点校）が設

置されている特長を活かしながら、令和元年度現在、発達障がい等の児童・生徒の中

で、通常の学級の教育課程以外に一部特別な指導と支援が必要な児童・生徒のために、

市内５つの小学校拠点校からの巡回指導体制を確立して、的確な通級指導を実施して

います。 
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令和２年度からは、中学校においても全校で、巡回指導を実施します。 

これらは、「三鷹市立小・中学校校内通級教室実施方策」及び「三鷹市立小・中学

校校内通級教室実施要領」に基づいて整備・配置、運営を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 小・中学校における校内通級教室の巡回指導体制 

 

(3)  小・中一貫教育の内容の充実と方法の検討 

現在、個別の課題のある児童について、通常の学級、教育支援学級ともに、小学校

６年生から中学校１年への引継ぎを中心とする小・中一貫教育の中の連携が行われて

います。特に、小学校６年生の児童に対しては、中学校への指導と支援を引継ぐため

に、各学園内で、また、通常の学級から教育支援学級及び校内通級教室へ又はその逆

の場合も、丁寧な対応が行われています。 

三鷹市では、インクルーシブ教育の観点から、誰もが大切にされる学校教育を目指

して、軽度の肢体不自由児童・生徒の合理的配慮を通常の学級や、通常の学級に併設

する教育支援学級の中で行っています。そして、児童・生徒の障がいの状況変化や、

それに伴う適応状況変化を保護者と学校が常に検討し合い、児童・生徒の将来的な自

立を見通した指導と支援のあり方を常に検討していきます。 

  

２  コミュニティとともに歩む教育支援の推進 

  

地域の人々に対して、発達に課題がある子どもへの接し方や教育支援についての理

解啓発が促進するよう取り組んだ結果、「障がいのある子もない子も学校・家庭・地

中原小 

連雀学園 

二小 
拠点校 

井口小 
三小 

大沢台小 

羽沢小 

四小 
南浦小 
拠点校 

六小 

高山小 

東台小 
北野小 
拠点校 

一小 

七小 
拠点校 

おおさわ学園 

にしみたか学園 三鷹中央学園 
三鷹の森

学園 

東三鷹学園 
鷹南学園 

五小 
拠点校 

六中 
拠点校 

五中 

一中 三中 

二中 
拠点校 

四中 

七中 
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域の力を得て次代を担う人として心豊かに育っていくことを支援していく」という、

三鷹市教育支援プラン 2022 の理念が広がりつつあります。 

引き続き、地域の理解促進を図ることを通して、発達障がいだけでなく、他の障が

いや障がいがなくても支援が必要な幼児・児童・生徒への対応について、地域の理解

をさらに浸透させていきます。 

各学園では、三鷹市立小・中学校だけでなく、都立特別支援学校等へ通っている子

どもも、積極的に地域行事に参加するようになっています。これは、三鷹市に在住し

ながら、三鷹市外の東京都立特別支援学校等に通っている児童・生徒等に対する副籍

事業（＊注）が充実した結果でもあります。 

特に、都立特別支援学校へ就学する以前に市外の都立施設に入・通所していた幼児

は、地域とのかかわりを深めにくい傾向がありましたが、これらの幼児・児童の地域

との連携について、子ども発達支援センターと協力しながら取り組み、成果を挙げて

います。 

副籍事業等を通じて、三鷹市立小・中学校の児童・生徒が居住する地域に、市外の

都立特別支援学校に通っている友だちがいることを知ることは、防災対策や実際の被

災時対応においても、自分たちとともに守るべき守られるべき存在を意識することに

つながり、大変重要なことです。 

 

（＊注） 
 副籍事業 

「都立特別支援学校の小・中学部に在籍する児童・生徒が、居住する地域の区市町村立小・中
学校（地域指定校）に副次的な籍（副籍）をもち、直接的な交流や間接的な交流を通じて、居住
する地域とのつながりの維持・継続を図る制度」（東京都教育委員会副籍ガイドブック 平成
26 年３月より）である副籍制度を活用した交流事業 
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基本方針３  連携して取り組む教育支援を推進します 

 （連携した教育支援） 

   

総合教育相談室の各種相談・支援事業と教員等の研修事業をさらに充実さ

せ、保護者と幼稚園・保育園等及び学校と福祉・保健・医療等諸機関が連携

した教育支援を推進します 

 

 

１ 支援の引継ぎと連携の充実 

 

(1) 誕生から自立までの切れ目のない支援 

就学前から義務教育段階への引継ぎについては、就学支援シートの取り組みが定着

してきたと言えます。幼稚園・保育園等と子ども発達支援センターの協力のもとに、

保護者が意識をして、就学前の支援内容を小学校に知らせることができるようになり

ました。 

今後は、幼稚園、保育園等から学校への引継ぎが切れ目なく行われるだけでなく、

学童保育所や児童館事業等の地域での支援や見守りにも活用できるよう、関係部局と

ともに検討を進め、新しい体制を構築していきます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 子ども家庭支援ネットワークを利用した発達支援の地域連携 
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(2) 就学前の支援から就学相談への引継ぎ 

子ども発達支援センターとの連携により、就学前の幼児の保護者が、年中児の段階

から総合教育相談室で行う就学相談の説明会に参加し、不安を軽減して就学相談を申

し込むようになっています。また、現在でも、子ども発達支援センターで支援を行っ

てきた幼児について、保護者の了解のもとに、小学校へ引き継ぐことが行われていま

す。 

支援が必要な幼児の就学にあたっては、保護者と小学校が早期に面談を開始し、準

備に取り掛かることができるようにします。また、子ども家庭支援ネットワークの中

で、必要な情報の共有ができるようにしていきます。 

しかし、支援の引継ぎが、子どもの発達にとって望ましいということが、すべての

市民に理解されているわけではありません。そこで、支援を行うことによって、幼

児・児童・生徒がよりよく成長できることや、子どもの特性をオープンにしながら周

囲に理解を求めて生活をしていくことの大切さ等について、三鷹市民全体が理解し、

寛容で豊かな子育てを応援できるような意識を醸成していくことが大切です。 

これらの意識のもとに、支援が必要な子ども本人及び保護者が、最も児童・生徒の

人間力・社会力を伸ばす環境を選択できるよう、就学前の支援から就学相談への引継

ぎを行っていきます。 

 

(3) 小・中学校から義務教育後の支援への引継ぎ 

義務教育を修了した生徒に対して三鷹市立小・中学校で行った指導と支援について、

高等学校や都立特別支援学校高等部等に引き継げるよう、生徒自身及び保護者の希望

がある場合には、当該の学校等へ個別指導計画や個別の教育支援計画の引継ぎが行わ

れています。今後も、義務教育修了後の地域における生活や就労の安定のために、次

世代育成支援や障がい者自立支援等を担当する子ども政策部や健康福祉部の各課等と

連携し、一人ひとりのニーズに応じた支援が継続できるよう、取り組みの充実を図り

ます。 

このことについて、乳幼児期からの切れ目のない支援の一環として、三鷹市として

一人ひとりの子どもの誕生から自立までという観点で、支援を引き継いでいけるよう

なシステムを構築します。 
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２ 教育支援にかかわる総合教育相談機能の充実 

 

(1) 相談事業の充実 

ア  来所相談のニーズのある幼児・児童・生徒等や保護者に対するカウンセリング及

び諸検査等のアセスメントを充実するとともに、幼児・児童・生徒等にかかわる関

連機関の職員が支援を必要と判断したケースについても、スクールソーシャルワー

ク機能を有する教育相談員を中心に、相談・支援事業の充実を図ります。 

イ 就学相談については、より専門的な立場からの子どもの見立てや教育支援の内容

の説明等が行えるように、就学相談員を配置しています。スクールソーシャルワー

ク機能を有する就学相談員を配置することにより、子どものニーズを保護者ととも

に考え、家庭支援の視点を含めた就学相談の充実に努めます。 

ウ 全学校に配布している「就学相談・転学相談及び教育支援学級（通級制）入・退

級の手引き」をもとに就学支援委員会及び特別委員会である通級支援委員会におい

て、参加の委員による客観的な実態把握及び審議が行われています。今後も、審議

の基準をさらに明確化し、わかりやすく充実したものにしていきます。 

 

 

図５ 地域での自立を目指したライフステージに応じた支援 
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(2) 派遣事業の充実 

ア 三鷹市では、児童・生徒及び保護者の相談ニーズに寄り添うカウンセリングを行

う心理職が、福祉的なニーズ等にも支援を行うケースワーク機能を学ぶことにより、

スクールソーシャルワーク機能も担えるよう、養成しています。このスクールソー

シャルワーク機能を有するスクールカウンセラーや教育相談員は、保護者の養育困

難のために、安定した家庭生活を送ることが難しい家庭や、不登校の状態が継続し

ている児童・生徒への対応に加えて、子どもの貧困対策も含めた家庭支援を行って

います。本事業を順次拡大してきた結果、各機関が連携して取り組むケースワーク

が拡大しました。 

イ  三鷹市では、小・中学校に配置している市のスクールカウンセラーに研修を行い、

スクールソーシャルワーク機能を拡充してきました。今後も継続して人財の確保と

育成を行います。 

ウ 平成８年度から行ってきた巡回発達相談事業は、すべての小・中学校に拡大し、

成果を挙げてきました。特に、各小・中学校における校内通級教室の実施にあたっ

ては、校内委員会における児童・生徒の課題の発見と通級指導の必要性を検討する

際に、巡回発達相談の助言が効果的に活用されています。 

 

３ 推進体制の整備 

 

(1) 教育支援推進委員会による検討 

保護者・学識経験者、学校管理職、教職員による教育支援プラン推進の検証を行う

教育支援推進委員会は、これまでも三鷹市における教育支援の推進において重要な役

割を担い、検討を進めてきました。今後も市民、学校、行政がともに検討・検証を行

う本委員会により、「三鷹市教育支援プラン 2022（第２次改定）」の円滑な推進や

評価・検証を行っていきます。 

 

 (2) 各学校・学園における推進体制 

各学校においては教育支援コーディネーターを中心に教育支援校内委員会でＰＤＣ

Ａサイクルによる教育支援プランの評価を行うことが定着し、年度末の教育支援コー

ディネーターによる評価にもその結果が表れています。今後も、これらの評価を継続

しながら、三鷹市の教育支援の推進状況を評価・検証していきます。 

また、学校単位だけでなく、学園単位の教育支援の推進も検討していきます。特に
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校内委員会の活動が、保護者や地域の人々に明確に伝わるよう、工夫していきます。 
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資料１ 

 三鷹市の教育支援のシステム 

(1) 乳幼児・児童・生徒の障がいの発見から学校教育への連携 

三鷹市では、教育、健康福祉、子ども政策の各部局の連携の中で、三鷹市で誕生し

た乳幼児について、乳幼児期から学校教育期へ、さらには自立を目指した青壮年期の

支援への継続を行います。 

ア 乳幼児期の発達課題への気づきと支援 

総合保健センターでは、各健康診査や相談事業をとおして、一人ひとりのお子さ

んの成長発達や養育環境について確認し、発達の遅れや育てにくさのあるお子さん

への気づきとその家族への支援を、子ども発達支援センターと協働で行っています。 

東京都と連携して、通所または入所の施設における療育をご案内する場合もあり

ます。 

イ 就学前の支援 

子ども発達支援センターでは、保護者の相談に応じて、子どもの発達のアセスメ

ントを行い、子育ての助言を行います。また、地域の幼稚園、保育園等、子育て支

援機関と連携し、子どもの豊かな育ちのための保育環境や活動への助言を行ってい

ます。さらに専門的な支援が必要なお子さんには、くるみ幼児園における療育を行

います。 

ウ 就学前の支援から就学相談へ 

  三鷹市では、安心して保護者が就学相談を受けることができるよう子ども発達支

援センターと教育委員会の共催で、幼稚園、保育園等の年中段階の時期に保護者に

向けた就学相談の説明会を行っています。その段階から、子ども発達支援センター

と連携し、就学相談をスタートさせています。また、必要な場合は、引き続き、教

育委員会が中心となり、就学 1 年後まで相談を継続しており、長い時間をかけて、

将来の自立を見通した幅の広い就学相談を行っていきます。 

エ 幼稚園・保育園等から学校へ 

幼稚園・保育園等では、教育委員会と連携しながら、小学校への就学に向けた

「就学支援シート」を、幼児の特性に応じた個別的な指導を希望する保護者と共同

で作成します。各小学校では、就学支援シートを個別指導計画に転記し、入学式の

前から特性に応じた指導と支援の準備をした上で、就学してくる幼児を迎えます。 
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(2) 通常の学級における教育支援 

ア 担任等による配慮指導 

学校における教育支援の大半は、通常の学級における担任等による配慮指導です。

三鷹市では教育支援コーディネーターを中心に、校内の教員たちが発達障がい等の

児童・生徒に対する配慮指導のあり方を学び、具体的に実践しています。学級全体

の児童・生徒に対しては、ユニバーサルデザイン＊の考え方による、誰にでもわか

りやすく、やさしい授業を目指すとともに、個別の指導と支援が必要な児童・生徒

への合理的配慮＊に基づく、特性に応じた学び方を保障していきます。 

＊ユニバーサルデザイン：P.3 参照 

＊合理的配慮：P.10 参照 

イ 教育支援学級（通級制及び校内通級教室）の指導 

担任等による学級内の配慮指導に加えて、担任以外の指導者による児童・生徒の

合理的配慮に基づく特性に応じた学び方が必要な児童・生徒もいます。 

これらの中には、普段は通常の学級で学習・生活を行いながら、教育支援学級

（通級制及び校内通級教室）に通う児童・生徒もいます。三鷹市では、小学校には

難聴学級、言語障がい学級、校内通級教室を設置しています。中学校には情緒障が

い等通級指導学級を設置していましたが、令和２年度から校内通級教室となります。 

児童・生徒は、通常の学級に学籍を置いてほとんどの時間を通常の学級で学習・

生活し、週１～２日、決まった曜日の決まった時間に教育支援学級（通級制及び校

内通級教室）に通級します。 

(3) 教育支援学級（固定制）における教育支援 

三鷹市では小・中一貫教育校全７学園のうち５学園に知的障がいの固定制教育支援

学級における小・中一貫教育が実現しました。 

知的障がい教育支援学級では、通常の学級の教育課程に基づきながら、特別支援学

校の教育課程を参考にして教育課程を作成し、さらに一人ひとりの個別の教育支援計

画や個別指導計画に基づいて、指導と支援を行っています。 

教育支援学級では、児童・生徒の特性に合わせて適切な教育を行うため、中学校卒

業後も学習を継続し、自立に向けて心身を鍛えて、就労を継続する卒業生を大勢送り

出しています。 

(4) 不登校児童・生徒への対応 

これまで通級指導学級が担ってきた不登校対応について、令和２年度の全市立中学

校への校内通級教室開設を契機に適応支援教室Ａ‐Room を設置し、児童・生徒が自
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らの進路を主体的に捉えて、社会的自立や学校復帰に向かえるよう支援します。 

(5) 総合教育相談室 

学務課総合教育相談室では、指導課と連携して、小・中学校の教育支援を推進して

おり、教員等の研修を行う他、次のような相談事業、派遣事業を行っています。 

ア 相談事業 

 (ア)  教育相談 

「学校へ行きたがらない」「落ち着きがない」「友だちとのトラブルが多

い」「勉強について行けない」など、幼児・児童・生徒についての相談を行っ

ています。臨床心理士等の相談員が、保護者からの申込みを受付けています。

幼児・児童・生徒への理解をより深めるための知能検査を提案し、保護者の了

解のうえ、学校や他の機関と連携などを図っています。 

 (イ) 就学相談 

教育支援を必要としている幼児・児童・生徒一人ひとりの発達や障がいの状

態に応じて、通常の学級－教育支援学級（固定制）－都立特別支援学校など、

最も適切な就学、転学先についての相談を進めています。子どものニーズに対

応しながら、就学・転学の相談を進めますが、保護者の同意を得て、相談員が

在籍校での行動観察の実施や、在籍校から実態把握の所見等の情報及び関係機

関からの検査結果等の情報収集を行います。 

また、就学支援委員会を主催して専門家を交えて審議し、より適切な教育の

場を検討しています。 

 (ウ) こころとからだの発達相談 

小児科及び精神科の医師が、月に各１日（２時間）ずつ、幼児・児童・生徒

の身体・発達（発達の遅れ、ことばの遅れ、夜尿、チックなど）や精神（思春

期のこころの問題、不安が強いなど）の相談に応じています。 

イ 派遣事業 

 (ア) スクールソーシャルワーカー 

児童・生徒の抱える課題に関して、環境調整を行うことで課題の改善を図っ

ています。主に校長の要請によって、家庭と学校とのつなぎ役として、福祉や

保健、医療などの関係機関と連絡・調整をしながら、家庭への支援を行ってい

ます。学校配置の場合は、スクールカウンセラーがスクールソーシャルワーク

機能を担っています。 
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 (イ)  スクールカウンセラー 

    臨床心理士等の相談の専門家を、三鷹市で採用し、各学園の小・中学校で

小・中一貫した相談・支援ができるように配置しています。都のスクールカウ

ンセラーと連携する他、研修を通じてスクールソーシャルワーカーとしての活

動ができるよう、育成を行っています。 

 (ウ) 巡回発達相談 

    心理及び教育支援の専門家が各小・中学校を巡回し、学校の教職員に対して、

児童・生徒の学習や生活面に関する課題や指導方法について、助言を行ってい

ます。校内通級教室の指導開始・終了について、校内委員会としての判断を行

う際の助言役も担っています。 

ウ ネットワークによる支援 

三鷹市では、これまでも、子ども家庭支援ネットワークを活用して、ネットワー

ク構成員の連携による幼児・児童・生徒の発達支援を行ってきました。教育、健康

福祉、子ども政策の各部局による顔の見える連携の中で、一人ひとりの幼児・児

童・生徒の個別のニーズに応じた支援を縦横に連携しています。今後も、三鷹市で

は、これらのネットワークによって、子どもを取り巻く環境へのアプローチも行い

ながら、子どもの自立に向けた発達を支援していきます。 
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資料２ 

 

 

 

※令和元年度現在  

学級・教室 学園名 学校名 学級・教室名/（校内通級教室巡回校） 
教育支援学級 
（固定制 
知的障がい） 連雀学園 

第六小学校 ふじみ学級 

第一中学校 I 組 

三鷹の森学園 
高山小学校 わか竹学級 

第三中学校 E 組 

三鷹中央学園 
第七小学校 さくら学級 

第四中学校 E 組 

鷹南学園 
東台小学校 くすの木学級 

第五中学校 E 組 

おおさわ学園 
大沢台小学校 わかば学級 

第七中学校 E 組 

教育支援学級 
（通級制 難
聴・言語障が
い） 

連雀学園 南浦小学校 きこえの教室 
ことばの教室 

教育支援学級 
（校内通級教
室 情緒障が
い） 

にしみたか学園 第二小学校 さくら木教室（井口小・大沢台小・羽沢
小） 

三鷹の森学園 第五小学校 つばさ教室（高山小） 

三鷹中央学園 第七小学校 ポプラ教室（三小） 

連雀学園 南浦小学校 むつみ教室（四小、六小） 

東三鷹学園 北野小学校 けやき教室（一小、中原小、東台小） 

にしみたか学園 第二中学校 相談教室 

東三鷹学園 第六中学校 通級教室 
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資料３  

国の障がい関連法及び施策 

 

〇平成 18年 教育基本法改正 

 「国及び地方公共団体は、障害のある者が、その障害の状態に応じ、十分な教育を受け

られるよう、教育上必要な支援を講じなければならない。」（第４条第２項）」 

〇平成 19年 学校教育法改正 

「特殊教育」から「特別支援教育」への発展的な転換 

〇平成 23年 8月の障害者基本法の一部改正 

・障がいのある子どもの教育について国及び地方公共団体の責務 

・可能な限り障害者である児童及び生徒が障害者でない児童及び生徒と共に教育を受け

られるよう配慮 

・障害者である児童及び生徒並びにその保護者に対し十分な情報の提供を行うとともに、

可能な限りその意向を尊重しなければならない。 

〇平成 24年 7月 中央教育審議会初等中等教育分科会報告 

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システムの構築のための特別支援教育の

推進」 

〇平成 25 年９月 障がいのある児童・生徒等の就学先決定の仕組みに関する学校教育法

施行令の改正 

① 就学基準に該当する障害のある児童生徒等は原則特別支援学校に就学するという

従来の仕組みを改め、障害の状態等を踏まえた総合的な観点から就学先を決定する

仕組みの改正 

② 障害の状態等の変化を踏まえた転学に関する規定の整備 

③ 視覚障害者等である児童生徒の区域外就学に関する規定の整備 

④ 保護者及び専門家からの意見聴取の機会の拡大 

〇平成 26年１月 障害者権利条約批准 

〇平成 26 年 障害者総合支援法（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律） 

〇平成 28 年４月１日 障害者差別解消法（障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律） 

〇平成 29年 学習指導要領改訂告示 

・通級による指導を受ける児童生徒及び特別支援学級に在籍する児童生徒について、

一人一人の教育的ニーズに応じた指導や支援が組織的・継続的に行われるよう、個

別の教育支援計画や個別の指導計画を全員作成することが適当 

〇平成 29 年 発達障害を含む障がいのある幼児児童生徒に対する教育支援体制ガイドラ

イン 

試案（平成 16年）からの変更点 

＜対象＞発達障害 → 特別の支援を必要とするすべての児童等 



29 

 

＜学校＞幼稚園、小・中学校、高等学校 引継ぎの重要性 

＜教職員＞養護教諭の役割、通常の学級の担任・教科担任、特別支援教育コーディ

ネーター、通級による指導担当者、特別支援学級担任等 

〇平成 30年 学校教育法施行規則の一部改正 

・校長は、特別支援学校、特別支援学級、140 条の規定により特別の指導（通級によ

る指導）が行われている児童又は生徒について、個別の教育支援計画を作成しなけ

ればならない。作成に当たっては、当該児童等又はその保護者の意向を踏まえつつ、

あらかじめ、関係機関等と当該児童等の支援に関する必要な情報の共有を図らなけ

ればならない。 

 

 


